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平成３０年度第２次農林水産関係補正予算の概要 
 

総額 ５，０２７億円   
公 共：２，３７１億円   
非公共：２，６５６億円   

 

１ 「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づく施策の実施 

「大綱」実現予算合計  

３，１８８億円  

 

⑴ 次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成 

 

① 担い手確保・経営強化支援事業 

 

・ 適切な「人・農地プラン」が作成され、農地中間管理機構を活

用している地区等において、先進的な農業経営の確立に意欲的な

担い手に対する農業用機械・施設の導入を支援 

 

５０億円 

 

 

② 担い手経営発展支援金融対策事業 

 

・ 攻めの経営展開に意欲的に取り組む農業者を金融面から支援す

るため、スーパーＬ資金について、貸付当初５年間の金利負担を

軽減 

（（注）既存基金を活用） 

（追加融資枠） 

１，０００億円（注） 

 

 

③ 農地の更なる大区画化・汎用化の推進＜公共＞ 

 

・ 農地中間管理事業の重点実施区域等において、担い手への農地

集積・集約化を加速化し、米の生産コストの大幅な削減等のた

め、農地の大区画化や排水対策、水管理の省力化等のための整備

を推進 

 

３４８億円 

 

 

④ 中山間地域所得向上支援対策 

 

・ 中山間地域において、収益性の高い農産物の生産・販売等に本

格的に取り組む場合に、実践的な計画策定、水田の畑地化等の基

盤整備、生産・販売等の施設整備等を総合的に支援 

 

２８０億円 

うち本体       ８０億円 

うち産地パワーアップ事業優先枠 

４０億円 

うち畜産・酪農収益力強化整備等

特別対策（畜産クラスター）事業

優先枠        ４０億円 

うち農業農村整備事業優先枠 

１２０億円 
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⑵ 国際競争力のある産地イノベーションの促進 

 

 

① 産地パワーアップ事業 

 

・ 地域の営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づ

き、意欲ある農業者等が取り組む高性能機械・施設の導入や集出

荷施設等の再編、改植等による高収益作物・栽培体系への転換を

支援 

 

４００億円 

 

 

② 水田の畑地化、畑地・樹園地の高機能化等の推進＜公共＞ 

 

・ 高収益作物を中心とした営農体系への転換を促進するため、排

水改良等による水田の畑地化・汎用化や、畑地かんがい施設の整

備等による畑地・樹園地の高機能化等の基盤整備を推進 

 

５１８億円 

 

 

③ スマート農業技術の開発・実証プロジェクト 

 

・ 国際競争力の強化に向け、ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技

術を活用した「スマート農業」の社会実装を加速化するため、こ

れらを生産から出荷まで一貫した体系として速やかに現場に導

入・実証すること等を支援 

 

６２億円 

 

 

④ 加工施設再編等緊急対策事業 

 

・ 農畜産物の流通に必要となる加工施設について、再編合理化を

通じたコスト縮減の取組や、ニーズの高い加工品への転換を図る

取組等を支援 

 

２４億円 

 

 

⑶ 畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進 

 

 

① 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業）  

 

・ 畜産クラスター計画を策定した地域に対し、地域の収益性向上

等に必要な機械導入や施設整備、施設整備と一体的な家畜導入等

を支援 

 

５６０億円 

 

このほか国産チーズ振興枠 

９０億円 

 

② 国産チーズの競争力強化 

 

・ 国産ナチュラルチーズ等の競争力強化を図るため、酪農家によ

るチーズ向け原料乳の高品質化・コスト低減に向けた取組、チー

ズ工房等による生産性向上と技術研修、国際コンテストへの参加

等の品質向上・ブランド化に向けた取組、国産チーズの需要拡大

に向けた取組等を支援 

 

１５０億円 

 

①の国産チーズ振興枠  

９０億円を含む 
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③ 畜産クラスターを後押しする草地整備の推進＜公共＞ 

 

・ 畜産クラスター計画を策定した地域において、地域ぐるみの効

率的な飼料生産を一層推進するため、収穫作業等の受託や大型機

械化体系に対応した草地整備を推進 

 

３６億円 

 

 

④ 畜産・酪農生産力強化対策事業 

 

・ 性判別精液を活用した優良な乳用後継牛の確保や和牛受精卵を

活用した肉用子牛の生産拡大、新技術を活用した繁殖性の向上、

種豚の生産性の向上等を支援 

 

１０億円 

 

 

⑤ 飼料生産基盤利活用促進緊急対策事業 

 

・ 難防除雑草の駆除、高品質な完全混合飼料（ＴＭＲ）の安定供

給、公共牧場の機能強化を支援 

 

５億円 

 

 

⑥ 畜産経営体質強化資金対策事業 

 

・ 意欲ある畜産農家の既往負債の借換えに係る利子補給等を支援

するとともに、乳用牛及び繁殖牛の計画的な増頭に必要な資金の

借入れに係る保証料を免除 

（（注）既存基金を活用） 

（融資枠） 

１０７億円（注） 

 

 

⑦ 加工施設再編等緊急対策事業（再掲） 

 

 

２４億円 

 

 

⑷ 高品質な我が国農林水産物の輸出等需要フロンティアの開拓 

 

① 輸出に取り組む事業者への支援の強化 

 

 

 

ア グローバル産地づくり緊急対策 

 

・ ＧＦＰ（農林水産物・食品輸出プロジェクト）登録者に対す

る輸出診断やネットワーキングイベントの開催等の支援活動を

更に強化するとともに、食品衛生規制や残留農薬規制への対応

などグローバル産地ごとの課題解決を支援 

 

１０億円 
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イ 海外の需要拡大・商流構築に向けた取組の強化 

 

・ ＴＰＰ・ＥＵ等の国・地域におけるＪＦＯＯＤＯ（日本食品

海外プロモーションセンター）によるプロモーションやＪＥＴ

ＲＯによる海外見本市への出展支援等、早期の成果が見込める

分野・テーマ別の販売促進活動を強化するとともに、コメ・コ

メ加工品の海外市場開拓、外食産業等と連携した需要拡大対策

等を支援 

 

５７億円 

 

 

② 輸出拠点の整備 

 

 

 

ア 農畜産物輸出拡大施設整備事業 

 

・ 農畜産物の輸出の拡大に必要な食肉処理施設等の産地基幹施

設やコールドチェーン対応卸売市場施設等の整備を支援 

 

６０億円 

 

 

イ 水産物輸出拡大緊急対策事業＜一部公共＞ 

 

・ 水産物の輸出拡大を図るため、拠点となる漁港・港湾におけ

る集荷・保管・分荷・出荷等に必要な共同利用施設等の一体的

な整備、ＨＡＣＣＰ対応の水産加工施設の改修、輸出拡大に向

け機能的なバリューチェーンの構築に資するシステム・機器整

備等を支援 

 

８７億円 

 

 

③ 輸出環境の整備 

 

・ 諸外国における輸入規制の撤廃・緩和に向けた政府間交渉等の

ための情報収集分析の強化、ＥＵ等向け輸出環境整備の加速化、

日本産の強みや適正な管理のアピールにつながる規格・認証、知

的財産の戦略的活用の推進に向けた取組を支援 

 

１７億円 

 

 

⑸ 合板・製材・構造用集成材等の木材製品の国際競争力の強化 

 

○ 合板・製材・集成材国際競争力強化対策＜一部公共＞ 

 

・ 木材製品の国際競争力を強化するため、林業経営を集積・集約

化する地域に対して、路網整備や高性能林業機械の導入等を支援

するとともに、加工施設の大規模化・高効率化や高付加価値品目

への転換、非住宅分野等における木材製品の消費拡大、クリーン

ウッド法の定着実態調査等を支援 

 

３９２億円 
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⑹ 持続可能な収益性の高い操業体制への転換 

 

 

○ 水産業競争力強化緊急事業 

 

・ 「広域浜プラン」に基づき、担い手へのリース方式による漁船

の導入、生産性向上や省力・省コスト化に資する漁業用機器等の

導入、産地の施設の再編整備等を支援 

 

３２４億円 

 

 

２ 重要インフラの緊急点検等を踏まえた防災・減災、国土強靱化のための緊急対策 

 

① 農業水利施設の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 農業水利施設について、耐震化対策などの非常時にも機能を確

保するために必要な施設の改修・更新等を実施 

（農業農村整備事業で実施） 

５１１億円 

（農山漁村地域整備交付金で実施） 

５０億円の内数 

 

 

② ため池の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 下流への影響が特に大きく、早急に対策が必要な防災重点ため

池について、機能や安全性確保のための改修や利用されていない

ため池の廃止等を実施 

（農業農村整備事業で実施） 

５１１億円の内数 

 

 

③ 治山施設等の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 山腹崩壊や流木被害等のおそれのある地域について、治山施設

の設置等により、荒廃山地の復旧・予防対策等を実施 

（治山事業で実施） 

１３１億円 

（農山漁村地域整備交付金で実施） 

５０億円の内数 

 

 

④ 森林の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 山腹崩壊や流木被害等のおそれのある地域について、山地災害

の未然防止や林道機能の確保等を図るため、荒廃森林の間伐や森

林の緊急造成、法面崩壊等の危険性が高い林道の改良整備等を実

施 

（森林整備事業で実施） 

４１億円 

（農山漁村地域整備交付金で実施） 

５０億円の内数 

 

 

⑤ 流通拠点漁港等の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 災害発生時に主要施設の倒壊や電源喪失による被害のおそれの

ある流通拠点漁港等について、防波堤等の強化や主要電源の浸水

対策、非常用電源の設置等を実施 

（水産基盤整備事業で実施） 

１９０億円 

 

 

⑥ 海岸堤防等の緊急対策＜公共＞ 

 

・ 海岸堤防等について、高潮や津波に対し必要な堤防高確保のた

めの整備や耐震対策等を実施 

（海岸事業で実施） 

８億円 

（農山漁村地域整備交付金で実施） 

５０億円の内数 
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⑦ 農業用ハウスの緊急対策 

 

・ 老朽化等により十分な耐候性がなく対策が必要な農業用ハウス

について、被害防止計画を策定した上で実施するハウスの補強や

防風ネットの設置等の対策を支援 

（農業用ハウス強靱化緊急対策事業で実施） 

５億円 

 

 

⑧ 卸売市場の緊急対策 

 

・ 停電により運営に支障の生ずるおそれの強い卸売市場につい

て、停電時の電源確保等に向けた取組を支援 
 

（注）このほか、独立行政法人農畜産業振興機構事業において、緊急点検の

対象となった畜産関係施設（酪農家、貯乳施設、乳業施設、食肉処理施

設）をはじめ、畜産農家の電源確保等に向けた取組を支援 

（強い農業づくり交付金で実施） 

２億円 

 

 

３ 「農林水産業・地域の活力創造プラン」に基づく施策等の推進 

 

① 畑作構造転換事業 

 

・ ばれいしょ、てん菜等について、畑作営農の大規模化等に対応

するため、省力作業体系の導入や生産性向上技術の導入、労働負

担の小さい作物への転換、種ばれいしょの生産性向上等を支援 

 

３０億円 

 

② 甘味資源作物・砂糖製造業緊急支援事業 

 

・ さとうきびやかんしょの生産性向上を図るために必要な農業機

械導入や自然災害に強い品種への転換、分みつ糖工場の「働き方

改革」に向けた労働効率を高める取組等を支援 

 

２０億円 

 

 

③ 鳥獣被害防止総合対策交付金 

 

・ 野生鳥獣被害の深刻化・広域化に対応し、地域関係者が一体と

なった鳥獣被害防止の取組等を推進するため、捕獲活動経費等を

支援 

 

３億円 

 

 

④ 国際漁業対策緊急資源調査事業 

 

・ 国際的に見て遜色のない科学的・効率的な水産資源の評価・管

理方法を実現するため、資源評価情報システムの充実や水中グラ

イダー等の観測機器を用いた調査を実施 

 

５億円 
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⑤ 新たな資源管理に適合した操業体制の確立 

 

・ ＴＡＣ対象魚種の拡大、ＩＱ導入など新たな資源管理措置への

移行に伴う減船・休漁等により影響を受ける漁業者を支援 

 

１２億円 

 

 

⑥ 漁業経営セーフティーネット構築事業 

 

・ 漁業者・養殖業者と国の拠出により、燃油価格や配合飼料価格

が上昇したときに補塡金を交付 

 

２９億円 

 

 

⑦ 漁業構造改革総合対策事業 

 

・ 資源管理に取り組む漁業者による革新的な操業・生産体制の確

立や操業転換を促進するため、高性能漁船の導入等による生産

性・収益性向上の実証の取組を支援 

 

５０億円 

 

 

⑧ 漁業取締船の建造 

 

・ 我が国周辺水域の外国漁船への取締体制を強化するため、水産

庁所属の漁業取締船を２隻建造 

 

６３億円 

 

 

⑨ 韓国・中国等外国漁船操業対策事業 

 

・ 急増する韓国・中国等の外国漁船に対応するため、我が国海域

において、漁業者が行う外国漁船が投棄した漁具等の回収・処分

や外国漁船の操業状況の調査・監視等を支援 

 

５０億円 

 

 

⑩ 沖縄漁業基金事業 

 

・ 日台漁業取決め海域等において、沖縄の漁業者が行う外国漁船

が投棄した漁具等の回収・処分や外国漁船の操業状況の調査・監

視等を支援 

 

１８億円 

 

 

⑪ 漁業取締り・漁業調査業務の円滑な実施 

 

・ 漁業取締り及び漁業調査の的確かつ円滑な業務執行を確保する

ため、水産庁所属の官船・用船に対する燃料補給を実施 

 

３億円 
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４ 台風 24 号等の災害への対応 

 

① 災害復旧等事業＜公共＞ 

 

・ 被災した農地・農業用施設、治山施設、林道施設、漁港施設等

の速やかな復旧等を実施 

 

３３６億円 

 

 

② 治山事業＜公共＞ 

 

・ 被災した山地における更なる災害発生と被害拡大を防止するた

め、治山ダムの整備等を緊急的に実施 

 

１２億円 

 

 

③ 森林整備事業＜公共＞ 

 

・ 被災した森林における更なる災害発生と被害拡大を防止するた

め、被害木の処理や植栽等の森林整備を緊急的に実施 

 

１３億円 

 

 

④ 被災農業者向け経営体育成支援事業 

 

・ 被災した農業者が農業経営を維持していくため、農業用ハウ

ス・農業用機械等の再建・修繕（被災した施設の撤去を含む）を

支援 

 

２１６億円 

 

 

⑤ 強い農業づくり交付金 

 

・ 被災した産地において農業生産の回復や被災卸売市場の機能の

回復を図るため、共同利用施設や卸売市場の整備等を支援 

 

１３億円 

 

 

⑥ 産地活性化総合対策事業 

 

・ 被災した産地において円滑な営農再開を図るため、簡易な農業

用ハウスの設置又は補強に必要な資材の導入や追加防除・施肥、

追加的な種子・種苗の確保、被災した集出荷施設等における簡易

補修等を支援 

 

１２億円 

 

 

⑦ 甘味資源作物安定生産体制確立事業 

 

・ 「さとうきび増産基金」により、台風や干ばつ、病害虫発生等

の自然災害からの回復に向けた取組を支援 

 

１１億円 

 

⑧ 特殊自然災害対策施設緊急整備事業 

 

・ 火山の降灰被害に対応するための洗浄用機械施設等の整備を支援 

 

２億円 
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⑨ 被災した独立行政法人施設の復旧 

 

・ 被災した独立行政法人施設（国立研究開発法人農業・食品産業

技術総合研究機構）の復旧に向けた整備等を実施 

 

１億円 

 

  

 

※ このほか、農林水産省の庁舎等における障害者の就労を進めるために必要な設備改修

等の実施（２億円）、独立行政法人農畜産業振興機構砂糖勘定の業務増加に対応した運

営費交付金の増加（１億円）に係る経費を計上 

 


